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今やアメ リカ経済は弱体化 しつつあ り,衰退期
に入った。 しか しアメリカは依然 として最大の大
国であ り,世界の政治 ・経済に決定的な影響力を
持ち続けている。 も う少 し正確に言えぽ,ア メリ
カは弱体化 したが,他 の国に取 って代わ られるほ
どには衰退 していないがゆえに,以 前に も増 して
世界経済に深刻な動揺 と混乱を与えるよ うにな っ
た。そのため アメ リカ経済 の動 向に対す る関心が
急速に高 まっている。
本書は この ような関心に応えて くれ る概説書で
ある。実証分析 では定評のある四人 のアメ リカ経
済 の専門家が,ア メリカ経済の現状,特 に1980年
代のレーガソ期を対象 として,'マクロ経済動向,
産業,対 外経済関係,金 融,財 政な どについて事
実に即 した緻密な実証分析を行 っている好著であ
る。本書によって,ア メ リカ経済が主要分野で深






ロ経済政策の展開 と絡めなが ら論述 している。
アメ リカの戦後経済体制の基礎は30年代のs
一デ ィール政策 とそれに続 く戦時経済に よって形
成 された。膨大な財政赤字の長期化 も経済 も破綻
させなか ったため,健 全財政主義の神話が崩れ,
不況期における拡張的財政政策の有効性が実証 さ
れ る。 しか も連邦財政の対GNP比 の大幅上昇,
管理通貨制への移行,金 融政策の経済安定化機能
の拡大,46年雇用法などによ り総需要管理政策を
定着させ る条件が整った。 アメ リカ経済は50年代
末に クリーピング ・インフレに陥 り,高失業率,
低成長率,貧 困な どの問題を顕在化 させた。 これ
に対 してケネデ ィ瓢 ジョソソン政権はニューエ コ
ノ ミックスの減税政策を採用 して高成長を実現す
る。しか し60年代後半,社 会改良計画 とベ トナム
戦争に伴 う財政膨脹 が景気を過熱 させ,イ ンフレ
と ドル危機 を惹起 して高成長を破綻 させた。
70年代に入 ると石油供給の制約,労 働生産性上
昇率の低下,石 油 ・労働節約的技術革新の停滞な
どか ら経済成長が鈍化す る一方で,イ ソフレ高進
に より企業 の設備投資が阻害 され,供 給力が弱体
化 した。 ニクソン政権は当初 イソフレ抑制を優先
して緊縮的財政金融政策を採用 したが,ス タグフ
レーションに陥 り,総需要拡大政策 に転換す る。
71年に ドルの金交換停止,減 税,所 得政策な どか
らなる新経済政策 を実施するが,そ の成功 もイソ
フレ圧力,ド ル暴落,石 油危機な どに よってまも
な く崩壊す る。 フォー ド,カーター両政権 も減税
と財政拡大政策を踏襲 し,高 成長 と高雇用を達成
したが,78年にインフレを招 き,緊 縮政策への転
換を余儀な くされた。
そ こでs81年以降の レーガノ ミックスは供給重
視経済学 とマネタ リズムの理論を援用 し,大 幅減
税を中心に経済の再建を図った。その結果,イ ソ
フレ抑制や雇用拡大な どの面では成果を上げたが,
財政赤字 と貿易赤字を膨脹 させ,資 本純流入を招
き,ア メ リカを世界最大の債務国へ転落 させ ると





せ られた。 しか し総需要拡大政策が何故か くも過
度に追求されたのか,ま た先進各国が同様の政策
を追求する中で,何 故 アメ リカ経済が よ り弱体化
したのか,な どについては必ず しも明確ではない
ように思われる。アメリカ経済の弱体化を考える
場合,マ クロ経済政策 と同時にs産 業,特 に製造
業 の動向を重視すべ きではないか。何故な らぽ,
製造業の競争力喪失はマクR経 済政策 の影響 もさ
ることなが ら,それ以上YTアメリカ型生産方式が
資源供給の制約や需要構造 の多様化 といった環境
の変化の中で国際的優位を失い,マ イ クロエ レク
トロニクス技術 の応用 においても日本に遅れを と
るに至ったな どの点が重要 と思われ るか らである。
(=)
第二章(鈴 木直次)は アメ リカ産業構造 の転換
とサー ビス経済化の過程を述べた後,工 業の国際
競争力低下 の実態 と原因を解明してい る。
アメリカの産業構造は戦後ほぼ一貫 して工業部
門の相対的縮小 とサ ービス部門の拡大 とい う趨勢
を辿 り,急速なサー ビス経済化が進展す る。 しか
し経済のサービス化 とは裏腹に60年代以降,ア メ
リカ工業 の国際競争 力が低下 した。筆者は成熟産
業 の代表 として鉄鋼 と自動車,先 端産業 の代表 と
して航空宇宙 と半導体の四つの産業を取 り上げ,
日本 と比較 をしなが ら国際的優位後退の状況 と原
因を具体的に検討する。そ して国際競争 力の喪失
は各産業の特殊事情 に加 え,量 産 システムの面で
日本に劣 るに至ったためだ と結論 している。
斯 くしてアメ リカ製品は コス ト面でも品質面で
も優位を失 った。それは特に生産性上昇率の鈍化
に象徴されている。その原因 としては,生 産性の
低 いサー ビス産業の肥大化,未 熟練労働 力の増大
と労働意欲の低下,民 間設備投資の低迷,技 術革
新のテソポの鈍化な どが重要で,政 府規制強化に
よる非生産的 コス トの上昇,規 模の経済性の低下,
石油危機 も大 きな影響を与えた。だが製造業に限
れば,石 油危機の影響が最 も大 きく,規模 の経済
性 の低下や政府規制強化 も重要であった とい う。
さらに筆者は政府,企 業,労 働 の三つの面か らも
原因を検討す る。福祉,増 税,規 制強化などの政
策は,勤 労意欲 と企業投資を低下 させた し,ア メ
リカ企業は短期的利益を優先 し,長 期的で リス ク
の高い投資を回避する傾 向が強かった。敵対的労
使関係 も産業 の競争力を低下 させた。例えば組合
は団体交渉に基づ く労働協約に より賃上げ,イ ソ
フレ調整,労 働慣行に対す る統制力を獲得 した。
その結果,70年代 のスタグフv一 シ ョソ期に協約
賃金は生産性上昇率鈍化の中で大幅に上昇 し,ア
メ リカの競争力を低下 させた。 しか し80年代に入
ると,深刻な不況,輸 入増大,競 争の激化等を背
景 として,譲i歩的賃金協約が一般化 し,協 調的労
使関係への胎動が生 じた。無論,そ の定着化には
様女な困難があるが,労 使関係の変化は不可避で
あろ うとい うのが筆者 の結論である。
本章は技術,量 産 システム,需 要構造 の変化,
労使関係,政 府規制,企 業行動,そ の他の企業環
境を考慮 しなが らアメ リカ産業の問題を事実に即
して考察 してお り,大変に興味深か った。特に日
本 との比較は産業論 として重要な視点だと評者も
考え る。 とい うのもアメリカにおける産業論の多
くが企業の支配集中を中心テーマとしてお り,競
争力論議 も産業の特性を把握 した上での主張 とは
言 えず,不 毛な ものが多いか らであ る。しか し疑
問 もい くつかある。第一に,個 別産業 として成熟
産業 と先端産業が各2業 種ずつ取 り上げ られてい
るが,ど のよ うな基準でそれ らを選 んだのか 明確
でない。筆者は 「国民経済的にみて重要な位置を
占め る」とい う理由を上げているが,製 造業の競
争 力 とは何か とい う視点が欠けているように思わ





い うの も現代の システ ム化された技術条件の下で
は,生 産設備の能率はユーザーの経験に基づ き,
ハー ドの生産者 とソフ トの作成者が協同してシス
テムを絶えず改善 し続けることに よってのみ向上
し うるか らであ る。
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第二 に,筆 者は生産性上昇率低下の原因 として
多 くの要因を指摘 してい るが,そ れ らは羅列的で
あ り,どれが重要な要因なのか明確でない。 しか
も生産性の問題は設備投資 によって大 きく左右 さ
れ る筈だが,そ の動向がほ とん ど検討 されていな
い。また80年代にアメリカの生産性上昇率は60～
73年の水準 まで回復 し,西 ドイツとほぼ並んだが,
競争力は逆に より一層失われている。その背景 と
して,ア メ リカ企業が低生産性 ・低収益部門か ら
撤退 してしまい,産 業の空洞化が進んだ とい う点
が重要なのではないだろ うか。
第三に,ア メ リカにおけ る脱工業化の動 きと企
業文化の問題がほ とんど無視 されている。 アメ リ
カでは現代の資本設備で重要なのは ソフ トウェア
であ り,そ こでは アメ リカが優位を占めていると
い う見方が一般的だが,製 造業に限っていえぽ,
ハー ドでの経験が累積 されていかなければ,ソ フ
トの進化 もあ りえない。 この点に対す る誤解がア
メ リカ産業を弱体化 しT空洞化を助長 した。しか
も製造業はサ ービス業 とは異な り特別な存在であ
り,製造業を失 った経済は衰退を免がれない。 ア
メリカ企業は競争が激化 して利益率が低下す ると,
簡単に撤退 し,他 の有利な分野に シフ トして市場
を外国企業に譲 り渡 して しま う。その結果,民 生
用電子や工作機械などの ように,技 術基盤その も
のが失われて しまったのである。
⇔
第三章(石 崎昭彦)は 日欧の急成長 と新興工業
国の台頭 といった世界経済の構造変化により,ア
メ リカ経済の国際的優位 が生産,貿 易,ド ル通貨
のいずれの面で も低下 し,債 務国への転落 ととも
に,保 護貿易主義への傾斜が強 まってい るな どの
点が論 じられている。
アメ リカは世界経済への依存度(特 に輸入依存
度)を 高め,対 日貿易を中心に航空機 ・宇宙船 ・
兵器な ど一部を除 きハイテク製品か ら農産物に至
るほとんどすべての貿易において収支を悪化させ
ている。 この貿易赤字の激増 と移転収支 の赤字増
加に加},こ れを相殺すぺ きサー ビス収支の黒字
一67-一
が減少したため,80年代に経常収支 の赤字が膨脹
し,ア メ リカへの資本純流入が生 じた。 アメ リカ
の在外資産が累積債務問題に伴 う米銀の対外投資
抑制な どによって停滞す る一方で,対 米証券投資
や銀行資産を増加 させた外国の在米資産が激増 し
たため,ア メリカは世界最大の債務国へ と転落 し
た。その結果,ド ルは71年の金交換性停止以後,
乱高下を繰 り返 しなが らも強い下落圧力にさらさ
れ,国 際通貨 としての機能を著 しく低下させた。
また戦後,ア メ リカは世界経済の主導国 として
貿易の 自由化を推進 して きたが,70年代か ら80年
代にかけて国際的優位を失 うと共に,産 業保護の
強化,相 互主義政策,二 国間協定に よる通商 ブロ
ック形成など保護主義的傾 向を強めるに至 った。
そこで筆者は特に二国間協定を重視 し,ガ ッ トの
新 ラウソ ドの成否如何に よっては,通 商 ブロック




証 している。ただ国際的地位 の低下 とい う場合,
筆者のよ うに世界の生産や貿易や通貨機能におけ
るシェアのみで十分 に説明し得 るのだろ うか とい
う疑問 も残 る。産業,特 に製造業そのものの底力
や競争力についても比較すべきであ ったのではな
いだろ うか。例}ば 生産 シェアの低下や貿易収支
の悪化にして もアメリカ多国籍企業の積極的な海
外展開や大幅な財政赤字に伴 う超過需要の結果に
過 ぎず,必 ず しもアメ リカの国際的地位 の後退を
意味 しない とい う反論 も可能か も知れない。それ
故,実 際に製造業の競争力が強化 されているのか
ど うか,設 備投資の量 と質が検討 され るならば よ
り説得力があったのではないか。国際的地位を論
ず る場合,製 造業が失われつつあるのか,そ れ と
も強化されつつあるのか とい う点が最 も重要な論
点である。それは第二章の課題 なのか も知れない
が,そ こでもほ とんど言及されてお らず,ま たそ
れ と切 り離 して論ず ることがで きるか どうかは疑
問である。その点は アメ リカ経済が このままズル
ズル と衰退 してしま うのか,そ れ とも再生 しうる
のか とい う論点 とも密接に係わって くることだ と
,. 『現代のアメリカ経済』
思わ れ る。 なお,80年代 の ドル高期 に ア メ リカ企
業が 工場 の海 外移転 を積 極化 させ,そ の結果,産
業 の空洞 化 が進 んだ といわれ る が,第3・13表
(117頁)をみ る と,直 接 投資 額残 高は あ ま り増 加




史的に概観 した後z主 要な金融法,金 融機関の破
綻 と救済,銀 行構造の地理的変化,80年代の金融
政策について論 じている。






・パ ソクの新設 を禁止 し,証 券その他新分野への




を もた らした。 こうした中で州境を越えた銀行店
舗の拡大が顕著 とな り,最 もアメリカ的な銀行構
造の特徴が崩壊 しつつあ る。
金融政策では79年10月,従来のフェデ ラレ ・フ
ァン ド・レー トを操 作 目標 とす る方式に代 えて,
公開市場操作によ り銀行準備の供給量を操作 して
通貨供給量を 目標値内に抑}る 方式が採用 された。
この新 しい操作手続 きは一応マネタ リズムへの傾
斜を強めたものといえるが,マ ネタ リス トが最 も
重視す るM、の動 きは不安定であったし,82年末
頃か らM、非重視へ と再転換 した。70年代末以来
の金融引締め政策は高金利 と ドル高,深 刻な不況
を惹起 したが,そ の後 も過度の刺激に陥 らぬ よう
慎重な配慮が続け られたため,イ ソフレの沈静化
に貢献 した。 しか し筆者によれば,イ ンフレ抑制
の功績はマネタリズムの処方箋に帰するものでは
ないとい う。 とい うの も,も し政策当局がインフ
レ ・バイアス(失 業重視)に 囚われていなかった
な らば,79年以前の旧操作手続 きでも金利を十分
に高め,イ ソフレを沈静化す ることがで きた筈だ
か らであ る。
本章は複雑なアメリカの金融制度を限 られたス
ペ ースで要領 よく解説 してお り,大変勉強になっ
た。 しかし内容や用語の点で説明不足 と思われ る
箇所 もあ り,概説書 としてはやや難解である。全
体の叙述 も金融制度に偏 ってお り,金融政策につ
いては80年代以降 しか取 り上げ られていない。 ド
ルの地位低下が金融市場や金融政策 に及ぼ した影
響 などについても説明して欲 しかった。また79年
の新操作手続 きに関 して,筆 者はインフレ ・バイ
アスか らの解放如何が問題なのであって,操 作手
続 きの変更 自体は二次的問題 だとしてい るが,歴
史的に見て,金 利を際限な く引 き上げるな どとい
うことが可能なのだろ うか。少な くともフェデラ













す る。だが,レ ーガンの福祉抑制策 も社会的に定
着 したこの制度を逆転で きなか った。 しか も国防
費振替による福祉財源の調達は軍事国家か ら福祉
国家への転換を もた らし,連 邦補助金の急増は政
府間財政関係における中央集権化を強化 した。
しか し福祉国家化は貧困の緩和や社会 ・経済の
安定 に寄与 した反面,経 済や社会の活力と健全性
を弱め,財 政の硬直化を招いた。70年代中期以降,
福祉拡大に伴 う税負担の増加は 「大 きな政府 」へ
『現代のアメリカ経済』
の反発を生み,高 限界税率の弊害是正や貯蓄優遇
税制を主張す る供給重視派経済学 に立脚 した レー
ガン減税へ と繋 がる。 レーガソは経済が悪化す る
中で軍事国家の拡大 も追求 した。だが,大 幅減税
にもかかわ らず供給能力が増加せず,福 祉支出の
削減 も不十分なまま軍拡が強行 されたため,連 邦
赤字を膨脹 させた。財政赤字はGNPの3～6%
にも達 し,国 内貯蓄率が低い こともあって貿易赤
字を激増させる要因 とな り,「双子の赤字」を作
り出した。結局,レ ーガノ ミヅクスはインフレの
沈静 とい う成果以上に,ア メ リカの経済 と産業を




自由化が始 ま りsv一 ガン政権で本格化したが,
社会的規制の自由化は裁判所や議会の大 きな抵抗
にあってあま り進展せず,経 済的規制の 自由化は
かな り進展 したものの一部では弊害が見 られ,も
はや限度に近づいてい るとされる。
本章はアメ リカ財政が軍事国家機i能,福祉国家
機能,「大 きな政府」拒否 とい う三要因に よ っ て
規定 されてお り,その中で どれが支配的 となるか
),rよって軍事国家にな るのか,福祉国家になるの
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か,反 福祉にな るのか,そ れ とも大幅な財政赤字
になるのかが決定 され ることを実証的に明 らかに
してい る。非常にユニー クな視点であ り,大変興
味深 く読む ことがで きた。ただ筆者の論旨か らい
って も,財政節度を もう一つの要因 として重視す
べ きだ と思われ るのだが ど うだろ う。 ケイ ソズ主
義の影響で財政赤字の許容度が拡大 し,外資流入
が財政赤字を補填 したため,財 政節度が弛緩 し財
政赤字を膨脹させることにな ったのではないのか。
全体 として本書の緻密な事実分析か らは教 えら
れ る点が多かった。ただアメ リカ経済が弱体化 し
た原因は必ず しも十分に解明されている訳 ではな
い。評者は弱体化の原因を解 明す ることが アメリ
カ経済論の中心的課題だ と信ずるが,そ の点が必
ず しも本書の共著者達の共通認識 とはなっていな
い ように思われ,や や不満が残 った。
しか し本書は1983年に出版 され好評を得た初版
の改訂版であ り,今やアメ リカ経済論のスタ ンダ
ー ドな教科書 としての地位 を占め るに至 った とい
えよ う。本書のよ うなアメ リカ経済の現状を分析
した好著が,新 しい事実を取 り入れなが ら内容を
新 たに して行 くことは 日本におけ るアメリカ研究
の水準を向上させ ることにな るものと確信す る。
